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 分担研究報告書 
 

大規模災害時における地域連携を踏まえた更なる災害医療提供体制強化に関する研究 
「災害時における地域包括ケアに関する研究」 

 
研究分担者 小早川 義貴 （国立病院機構本部ＤＭＡＴ事務局 災害医療専門職） 

 

研究要旨 
地域包括ケアおよび保健医療部門の観点から、地域で脆弱性の高い人々、特に在宅療養者の優先度の対

応の優先度の決定と事前把握・リスト化について検討する。宮崎県日南保健所の管内保健師等研修を通じ
て、保健医療部門の観点から地域の在宅療養者等の地域で脆弱性の高い人々の対応の優先度の決定と事前
把握・リスト化について検討した。2024年6月から研修実施のため事前準備を行ない、11月に研修を行っ
た。事前準備では人工呼吸器使用者など36名の情報が集められた。研修には２つの市から保健師や危機管
理部門職員など29名が参加した。研修のアンケートでは事前準備の重要性を理解したという意見が多く、
６各地域で医療的な対応の優先度の高い患者を検討したところ、人工呼吸や在宅酸素の患者の優先度が高
いと判断された。災害が発生した場合、地域災害保健医療調整本部においては実際に行うプロセスであり、
在宅療養者にあっても事前に関係者が情報を共有し、対応の基本方針を認識することは有意義であると思
われた。 

 
 
研究協力者： 
宮崎県日南保健所 後藤 由佳 
宮崎県日南保健所 古家 隆 
 
Ａ. 研究目的 
地域包括ケアおよび保健医療部門の観点から、地

域で脆弱性の高い人々、特に在宅療養者の優先度の
対応の優先度の決定と事前把握・リスト化について
検討する。 
 

Ｂ. 研究方法 
宮崎県日南保健所の管内保健師等研修を通じて、保
健医療部門の観点から地域の在宅療養者等の地域
で脆弱性の高い人々の対応の優先度の決定と事前
把握・リスト化について検討した。 
2024年6月から研修実施のため事前準備を行った。

2024年11月6日に宮崎県日南保健所において研修を
行った。 
ア)事前準備 
１） 脆弱性の高い人々の定義を行う。 
今回の研修では「脆弱性の高い人々」として以下
を対象とした。 
① 在宅で人工呼吸器を使用している人  
② 在宅酸素療法をしている人  
③ 人工透析をしている人 （腹膜・血液） 

２） 脆弱性の高い人々の情報を集める。 
今回は日南保健所のもっている情報、訪問看護ス
テーション情報（２市内６カ所のうち５カ所）、透
析施設である一つの医院から情報収集を行なった。
情報は個人情報保護の観点から匿名とし、疾患名、
年齢、住所（字まで）、家族構成、担当する医療機
関名、身障者手帳の有無・級、介護度、個別避難計
画の有無を収集したが、研修では疾患名、年齢（年
代）、家族構成、身障手帳の有無・級、介護度を利
用した。市の保有する避難行動要支援者名簿は研修
時間の制限から今回は使用しない方針とした。 
 
イ)研修当日:研修の導入講義（２０分）２つの演
習を行い、演習後、グループは発表とディスカッシ
ョンを行なった。研修は半日で概ね３時間であった。 
１）演習１（３０分）：脆弱性の高い人々の対応

の優先順位をつける。 
① 脆弱性の高い人々のハザードマップへのマ

ッピング 
② 各エリアの脆弱性の高い人々の概要、地域の

特徴をまとめる 
③ 各エリアで、医療へ繋げる優先度が最も高い

ケースを選ぶ 
④ 発災後、ケースの命を救うために、いち早く

安否確認をする方法を考える 
⑤ 安否確認後、医療と暮らしを継続するために、

支援者がどういう行動をとるか検討する 
 
２）演習２（３０分）：災害発生から72時間を乗
り切るための方策を考える。人工呼吸器使用者、
在宅酸素使用者、人工透析（血液）、人工透析（腹
膜）の４つのうちからグループごとに１つを選択
し、選んだカテゴリーの患者について、【自助】
【共助】【公助】および時間軸（発災前、発災直
後、７２時間まで）に分けて方策を考え、ホワイ
トボードに記載する。 

 
C)研修後 
受講生へのアンケートを実施した。また受講生の

ディスカッション内容を確認した。 
 
（倫理面への配慮） 
 在宅療養者の情報については、医療機関等から保
健所へ提供される際、匿名加工情報での提供を依頼
し、人を対象とする生命科学・医学系研究に関する
倫理指針には該当しないと判断した。 
 また研修参加者へは研修実施時に、研修実施のプ
ロセスやディスカッション内容は研究として取り
扱う行う旨を説明し同意を得た。 
 
Ｃ. 研究結果 
１） 事前準備における在宅患者の状況 
血液透析者については１医療機関から61名の情報
を入手したが、研修時間内でのマッピングの数が多
いため、この中からはインスリン自己注射のある透
析患者に限った。最終的に串間市で10名、日南市で
29名をマッピングの対象とした。 



マッピング対象者の年齢層について、串間市で1
0歳代未満から90歳代までの患者が確認され、最頻
値は10歳代（3名）、60歳代以上が6名だった。 
日南市では10歳代から90歳代まで29名の患者のう
ち、最頻値は70歳代（9名）であり、60歳以上が20名
であった。必要な医療について、串間市において人
工呼吸が3名、在宅酸素が6名、腹膜透析が1名（イ
ンスリン自己注射あり）であった。日南市では人工
呼吸が7名、在宅酸素9名、人工透析10名（うちイン
スリン自己注射あり5名）、腹膜透析3名（いずれも
インスリン自己注射あり）であった。 
 
２） 研修参加者 
保健所保健師・管理栄養士 ８名（進行者除く） 
市保健師（２市） １９名 （＊包括支援センター
保健師１名含む） 
市危機管理室（課）職員  ２名（各市１名ずつ） 
３） 研修アンケート結果 
29名の参加者のうち25名から回答を得た。 
（日南市13/15,串間市5/6 保健所7/8（進行者除
く）） 
講演の理解については「よく理解」「ある程度理
解」がそれぞれ13名、12名であった。演習での気づ
きや学びについては「大変あった」「あった」がそ
れぞれ14名、11名であった。 
 自由記載では記載のあった５８記述に対して、研
修の重要性への気づき（１３記述）、事前リスト作
成の重要性への気づき（９記述）、発災前準備の重
要性への気づき（８記述：この中に事前リストが含
まれるかは不明）、自助共助の能力の把握の重要性・
マッピング等による具体化の重要性・他部門との連
携の重要性がいずれも４記述あった。 
 
４） 演習内容 
６班にわけて演習を実施した。 
演習１ではそれぞれの班で「地域の特徴」「医療

的に対応の優先度が一番の患者」「安否確認方法」
「医療と避難生活を継続するための方策」について
検討した。（別添１） 
演習２では６班のうち、人工呼吸器使用患者につ
いて検討したのが２班、腹膜透析について２班、血
液透析について１班、在宅酸素療法について１班で
あった。（別添２） 
また２つの市の危機管理担当者から、それぞれの

避難行動要支援者名簿や個別避難計画の進捗状況
等の情報提供があった。令和５年度、日南市では個
別避難計画の作成対象者が1241人であり、そのうち
登録を希望したものが67件、その後、電話や訪問な
どを通じて個別避難計画が256件作成されたこと、
また関係者がもっている他の情報もあるため、連携
を進めたいとの話がでた。串間市では令和６年７月
に串間市避難行動要支援者プランができた。914名
がピックアップされ、土砂災害危険地域や津波浸水
危険地域に入っている人を優先的に個別避難計画
作成する段階に入っていることが共有された。 
 
Ｄ. 考察 
 研究の背景 

東日本大震災(2011年)の教訓では障害者、高齢
者、外国人、妊産婦等について、情報提供、避難、
避難生活等様々な場面で対応が不十分な場面があ
り、こうした方々の名簿の整備・活用を促進するこ
とが必要とされ、平成２５年に災害対策基本法の改

正により市町村へ避難行動要支援者名簿の作成が
義務化された。また令和元年台風19号等の災害でも、
多くの高齢者や障害者等が被害に遭われている状
況から、令和３年の災害対策基本法の改正により避
難行動要支援者の個別避難計画を作成することが
市町村の努力義務とされた。 
DMAT（Disaster Medical Assistance Team:災害

派遣医療チーム）が医療機関支援を行う際、災害が
発生してからの対応では後手に回り、災害後に集め
た情報が陳腐化することが、北海道胆振東部沖地震
で経験された。そのため、地域であらかじめ脆弱性
の高い医療機関を調べておきリスト化する動きが
でてきた。この一連のプロセスをDHCoS（Damaged H
ospital Continuation Support）と呼び、地域の訓
練などの前に実施しておくことで、地域での共通認
識を醸成し、その地域で災害が発生した場合には、
実際にそのリストを元に、EMIS 等で災害発生後の
状況を合わせることで、災害対応に必要な事後リス
トを作成し、実際のオペレーションに活用している。 
 上記のDHCoSは主に入院病床をもつ医療機関を対
象として実施されていたが、高齢者施設等も含めて
対応しようという動きが広がっている。これは地域
で災害に脆弱性の高い人々が病院や高齢者施設に
いるという仮定に基づくものである。一方、在宅療
養者も同様に災害に対する脆弱性が高いと考えら
れる。これらの人々の事前リストについては、主と
して防災・危機管理部門での避難行動要支援者名簿
および個別避難計画で把握される可能性があるが、
保健医療部門との連携が不十分という指摘もある。
また避難行動要支援者の数は社会の高齢化に伴い
増加していることが推測され、その中で対応の優先
度をつける必要がある。避難行動要支援者名簿を作
成する際に、居住地域のリスク等から計画作成の優
先度を上げる方針がとられているが、実際に災害が
発生した場合、地域保健医療福祉調整本部としてど
の在宅療養患者の優先度が高いのか不詳である。 
 そこで本研究では地域包括ケアおよび保健医療
部門の観点から、地域での脆弱性の高い人々、特に
在宅療養者の優先度の対応の優先度の決定と事前
把握・リスト化について検討することとした。 
在宅療養の患者は多く、事前リスト作成は困難で

あるという意見もあるが、ひとたび災害が発生すれ
ば、地域保健福祉調整本部等で対応のためのリスト
作成を行う必要はあり、関係者が集まってあらかじ
め地域にどの程度の対応が必要な人々がいるかを
把握しておく必要性は高い。今回は現局的な情報収
集に留まったが、日南市27名（人口4万7396人, 
令和６年４月１日）、串間市9名（人口１万6306

人）の情報が集まった。 
脆弱性の高い人々の定義について、今回は医療的

な「人工呼吸器」「在宅酸素」「人工透析」「腹膜
透析」に限った。人工呼吸や在宅酸素は当日中の対
応が求められ、透析は1日おきの実施であれば若干
の猶予があるが、それでも１両日中の対応が求めら
れる。その他、医療的に脆弱性が高い状態としては、
「経管/胃瘻栄養」「点滴」「薬剤」などもあり、い
ずれも継続される必要があるが、いずれも時間的な
猶予がどの程度あるか勘案した上で、対応の優先度
をつける必要がある。今回は詳細な優先順位をつけ
ることには固執せず、第１優先を検討するという作
業にとどまったが、地域内の患者の分布に応じて人
工呼吸器や在宅酸素など資源の短時間での枯渇が
生死に直結する患者の優先度を高く設定した。 



現在の災害医療体制では被災地域の救護班の調
整は保健所が行うこととなっており、災害規模によ
っては市町村レベルでニーズ調査や救護班の調整
を行うこともある。今回は保健所実施の保健師向け
研修の実施に伴うもので医療ニーズの把握は保健
所のレベルで行った。一方で保健所能力の限界もあ
りえる。 
市町村が避難行動用支援者名簿を作ることは法

定事務とされ、また市町村の努力義務である個別避
難計画を作る際にもハザードマップ等のリスクに
応じて優先度をつけて作成することが求められて
いる。しかし、避難行動要支援者が必ずしも医療的
に優先度が高いとも限らない。例えば、介護度が高
いが、人工呼吸器や在宅酸素等を使用していないケ
ースもある。医療依存度と介護依存度は概ね一致す
ることが多いが必ずしも一致しないこともあり
（図）、両者の折り合いをつける作業が必要とされ
る。医療依存度も介護依存度もいずれも供給が停止
すれば、その対象者の命が脅かされることは間違い
のないことであるが、実際の災害のオペレーション
では、介入のしやすさも対応の際に影響する。 
理想的には地域に在住するすべての在宅療養者

に関するステイクホルダーが集まり、この研修を行
うのがよいが、まずは一部の対応者や一部の利用
者・患者情報だけでも、基本的な対処方針を確認に
共有するという点では意義がある。今回は保健師等
の研修のため、参加者が限局的であったが、各市の
危機管理担当者が参加し保健師と情報を共有し話
し合えたことは有益であった。 
在宅医療が進められている現在においては、地域

に医療的な支援を必要とする人々は今後増加する
ことが予想される。高齢者施設や病院等は、脆弱性
の高い利用者や患者が１カ所に集約しているとい
う点で、避難等の対象者の情報は集めやすく、かつ
実際の支援や避難が必要となれば、その施設にいけ
ば対応が可能である。高齢者施設や病院であっても、
ライフライン支援をする際には事前のリストがな
ければ、対応が後手後手に回ってしまう。在宅患者
の対応は、リアルタイムにその名簿を作成し、保持
しておくことが難しいとしてしても、①概ねどのよ

うな患者さんがどの程度地域にいるか ②発災した
場合には誰と連携して対処するか ③ 対応の際ど
のような患者の優先度が高いと考えるかといった
点を事前に準備しておくことが重要と考えられる。
実際、令和６年能登半島地震で、筆者は珠洲市の対
応を行なったが避難行動要支援者名簿の活用が難
しく、二次避難のため脆弱性の高い高齢者の選択の
ため、ケアマネージャーのもっている情報を活用し
たが、発災後のリスト作成は困難なものであった。 
今後の課題として、1. 保健医療・防災部門の連携
強化と避難行動要支援者名簿や個別避難計画との
整合性 2. 情報の精緻化 3.研修範囲の拡大など
があげられる。 
災害時に外部支援者が０を１にする作業を行うの
ではなく、地域に0.1でも事前の取り組みがあれば、
災害時に外部支援者と連携し、大きな結晶をつくっ
ていくことが可能である。そのためにも既存の枠組
みを利用し、災害に備えることが重要である。 
 
Ｅ. 結論 
 地域で脆弱性の高い在宅療養患者に対応するた
め、保健所の保健師等研修において医療的な対応の
優先度をつけるための研修を行なった。災害が発生
した場合、地域災害保健医療調整本部においては実
際に行うプロセスであり、在宅療養者にあっても事
前に関係者が情報を共有し、対応の基本方針を認識
することは有意義であると思われた。 
 
Ｆ. 健康危険情報 なし 
Ｇ. 研究発表  
１．論文発表 なし 
２．学会発表 なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 
１．特許取得 なし 
２．実用新案登録 なし 
３．その他 
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